第６期江差町高齢者福祉計画・第６期江差町介護保険事業計画策定支援業務プロポーザル実施要綱
【　平成２６年５月１日　江差町告示第２１号　】
（趣旨）
第１条　この要綱は、福祉関連法に基づき策定が求められる第６期江差町高齢者福祉計画・第６期江差町介護保険事業計画策定支援業務について、江差町の高齢者のニーズや高齢者を取り巻く環境や課題及び介護保険の利用推移を分析し、地域包括ケアシステム構築も視野に入れた平成３７年までのサービス・給付・保険料の水準を推計し、必要となる資料の作成、事業量及び目標量の設定、策定会議等の運営支援などを通して、本町の特性・課題を勘案した計画を策定支援できる事業者を選定するため公募型プロポーザル方式（以下「プロポーザル」という。）を実施することとし、その手続きについて必要な事項を定めるものとする。
（業務）
第２条　対象とする業務は、第６期江差町高齢者福祉計画・第６期江差町介護保険事業計画策定支援業務（以下「策定支援業務」という。）とする。
（参加資格及び条件）
第３条　プロポーザルに参加する者は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める条件を満たしていなければならない。
　（１）次に定めるすべての条件を満たしていること。
　　　　ア　次条第１項の規定による公告の日において、江差町の入札参加資格を有している者で、北海道に本社又は支社等の事業所を有しており、業種登録業者であること。
　　　　　　ただし、宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団若しくは暴力団員の統制の下にある団体を除く。
　　　　イ　過去１０年以内に、類似業務の実績を２以上有する者であること。
　　　　ウ　江差町競争入札参加資格者指名停止事務処理要綱（平成13年町建設第17号制定）第２条第１項の規定による指名競争入札に関する指名を停止されていない者（指名停止を受けていたが、既にその停止期間を経過している者を含む。）であること。
　　　　エ　次に掲げる者でないこと。
　　　　　１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という。）第167条の4の規定に該当する者
　　　　　２）会社更生法（平成14年法律第154号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がされていない者
　　　　　３）民事再生法（平成11年法律第225号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がされていない者
　　　　オ　国・都道府県・市町村の租税公課を滞納している者でないこと。
（公募の公告）
第４条　町長は、プロポーザルの実施方法、実施スケジュール、その他プロポーザルに必要な事項について、公告をするものとする。
２　町長は、前項の規定による公告をしたときは、その内容を町ホームページ等に掲載するものとする。
（参加表明書等の提出）
第５条　プロポーザルに参加しようとする者は、別に定める参加表明書等を別に定める日までに町長に提供しなければならない。
（審査）
第６条　町長は、提出された参加表明書等について、審査として、別に定める評価基準等に基づき別に定める第６期江差町高齢者福祉計画・第６期江差町介護保険事業計画策定支援業務プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）の書類審査及び内容聴取等を経た上で、最優秀者及び次点者を各１者特定するものとする。
２　町長は、前項の規定により、最優秀者及び次点者として特定した提出者に対して、特定した旨を通知するものとし、特定しなかった提出者に対して、特定しなかった旨を通知するものとする。この場合において、審査結果に関する問合せ、異議申立て等は一切受け付けないものとする。
（随意契約に係る見積書の徴収）
第８条　町長は、前条の規定により特定した最優秀者を業務に係る契約の見積書徴収の相手方とする。
２　前項の規定にかかわらず、最優秀者が業務に係る契約を締結するまでに、指名停止等の措置を受けた場合は、次点者を見積書徴収の相手方とする。この場合において、町は最優秀者に対し一切の損害賠償の責を負わない。
（雑則）
第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。
附　則
１　この要綱は、公布の日から施行する。
２　この要綱は、業務に係る契約の締結をもって、その効力を失う。
